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（目的）

第一条 独立行政法人国立国語研究所（以下「研究所」という ）は，独立行政法人。

国立国語研究所法（平成十一年法律第百七十一号）第三条に規定する目的を達成す

るため，その業務に関し，独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二十

八条第一項の規定に基づき，この業務方法書を定める。

（業務運営の基本方針）

第二条 研究所は，法令及びこの業務方法書の定めるところに従い，適正かつ確実に

業務を運営しなければならない。

（調査及び研究）

第三条 研究所は，次に掲げる事項について，その特性に応じて基礎的・実践的な調

査及び研究を行う。

一 国語の体系及び変異に関すること。

二 国民の言語生活に関すること。

三 外国人に対する日本語教育に関すること。

四 国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育についての情報及び

資料に関すること。

２ 研究所は，必要に応じて，前項に掲げる調査及び研究を国内外の機関等と共同で

実施することができる。

３ 前項の共同研究について必要な事項は別に定める。

（資料の作成及び公表）

第四条 研究所は，前条の調査及び研究に基づく資料を作成し，公表する。

２ 前項の公表は，報告書の作成，学会誌への寄稿，ホームページへの登載のほか，

公開事業の実施等を通じて広く行う。

（情報及び資料の収集，整理及び提供）

第五条 研究所は，国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育に関す

る情報及び資料を収集し，整理し，及び提供する。

２ 情報及び資料の提供に際しては，情報通信技術の活用を推進する。



（研修）

第六条 研究所は，外国人に対する日本語教育に従事する者及び従事しようとする者

に対する研修を行う。

２ 前項の研修は，日本語教育情報資料を効果的かつ効率的に普及させるための専門

的研修とする。

３ 研修の実施に関して必要な事項は，別に定める。

（附帯業務）

第七条 研究所は，第三条から前条の業務に関連して，次の業務を行う。

一 外国人等の日本語教育指導者を養成するための大学院教育へ参画し，連携・協

力を行うこと。

二 研究機関等の求めに応じ，援助及び指導を行うこと。

三 その他関連する業務を行うこと。

（業務委託の基準）

， ， ，第八条 研究所は 第三条から前条までの業務について 当該業務が確実に実施でき

また，委託する合理的な事由が存する場合には，外部の者に委託してこれを行うこ

とができる。

２ 委託に関し必要な事項は，別に定める。

（契約方法）

第九条 研究所は，売買，賃貸借，請負その他の契約を締結する場合においては，す

べて公示して申し込みさせることにより競争に付すものとする。ただし，予定価格

が少額である場合その他規程で定める場合は，指名競争又は随意契約によることが

できる。

（業務細則の作成）

第十条 研究所は，この業務方法書に定めるもののほか，研究所の業務に関し必要な

細則を定める。

附 則

この業務方法書は，文部科学大臣の認可のあった日から施行し，平成１３年４月１

日から適用する。

附 則

この業務方法書は，文部科学大臣の認可のあった日から施行し，平成１８年４月１

日から適用する。


